
· 　住宅性能証明書発行申請書
（東日本大震災の被災者が直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の特例用）
年　　　月　　　日
公益財団法人　東京都防災・建築まちづくりセンター　理事長　様
申請者の氏名
　　　　　　　　　　　　　　

代理者の氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　

東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律施行令第29条の２第７項に規定するエネルギーの合理化に著しく資する住宅用の家屋、大規模な地震に対する安全性を有する住宅用の家屋又は高齢者等が自立した日常生活を営むのに特に必要な構造及び設備を有する住宅用の家屋として国土交通大臣が財務大臣と協議して定める基準への適合について証明書の発行を申請します。
なお、この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。

記
【家屋番号】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊「家屋の新築」の場合は空欄として下さい
【家屋の所在地】

【家屋の名称】
【建て方】　　　　□　一戸建ての住宅　　　□　共同住宅等
【構造】　　　　　□　木造　　　　　　　　□　木造以外

【工事の種別】　　□　住宅の新築　　　　　□　新築住宅の取得 　　□　既存住宅の取得
【家屋の面積】　　　　　　　　　㎡

【家屋の階数】　　地上　　　　　階　　地下　　　　　階
【住宅性能を証明する基準】

□　住宅の新築、又は建築後使用されたことのない住宅の取得をする場合

□　断熱等性能等級の等級４
□　一次エネルギー消費量等級の等級４又は等級５

□　耐震等級（構造躯体の倒壊等防止）の等級２又は等級３
□　その他（地震に対する構造躯体の倒壊等防止及び損傷防止）の免震建築物

□　高齢者等配慮対策等級（専用部）の等級３又は等級４又は等級５
□　既存住宅（建築後使用されたことのある住宅用の家屋）の取得をする場合
□　断熱等性能等級の等級４と同程度
□　一次エネルギー消費量等級の等級４又は等級５と同程度
□　耐震等級（構造躯体の倒壊等防止）の等級２又は等級３
□　免震建築物の基準に適合する住宅

□　高齢者等配慮対策等級（専用部）の等級３又は等級４又は等級５

	※受付欄
	※料金欄

	年　　月　　日
	

	第　　　　　　　　　　号
	

	申請受理者氏名
	


第二面
申請者の概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【申請者】

【氏名のフリガナ】

【氏名】

【郵便番号】

【住所】

【電話番号】

【ＦＡＸ番号】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【代理者】

【氏名又は名称のフリガナ】

【氏名又は名称】

【郵便番号】

【住所】

【電話番号】

【ＦＡＸ番号】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（注意）

１.　【申請者の氏名】 及び 【申請者】 の欄には、証明書の交付を受けようとする者の住所及び氏名等を記載すること。なお、証明書が交付されるまでに【証明申請者の住所】 、 【証明申請者の氏名】 に変更がある場合は書面にて機関まで連絡すること。
２.　申請者からの委任を受けて申請を代理で行う者がいる場合においては、【代理者の氏名又は名称】 及び 【代理
者】 の欄に住所及び氏名又は名称等を記載すること。
３．【家屋番号及び所在地】 の欄には、当該家屋の登記簿に記載された家屋番号及び所在地を記載すること。
４．【住宅性能を証明する基準】 の欄には、当該家屋が租税特別措置法施行令第４０条の４の２第７項に定める基準であって当該欄に掲げる項目のいずれに適合するかに応じ相当する番号を[ㇾ]して下さい。なお、住宅用の家屋について増改築等をする場合の欄にあっては、当該住宅用の家屋に係る当該増改築等が完了した後の住宅性能について印すこと。
５．「住宅性能証明書」を発行する為には、現場検査が必要になります。
　　検査希望日時を別途「検査申込書」に記載の上、申込み下さい。
６．※印のある欄は記入しないでください。

別記様式第２号








